
日本株アルファ・カルテット
（毎月分配型）
 追加型投信／国内／株式  ※課税上は株式投資信託として取扱われます。

1特色 わが国の株式を実質的な投資対象とし、ファンダメンタルズおよびバリュ
エーション等を勘案し魅力的な銘柄に投資することで、中長期的な信託財産
の成長を目指します。

2特色 「高金利通貨戦略」では、相対的に金利水準の高い通貨の為替取引を実質的
に行います。
●高金利通貨戦略では、円売り/ 取引対象通貨買いの為替取引を実質的に行います。
●取引対象通貨は、当初ブラジルレアルとします（取引対象通貨は将来変更になる場合があります。）。

3特色 「株式カバードコール戦略」および「通貨カバードコール戦略」を行うことで、
オプションプレミアムの確保を目指します。

4特色 毎月の決算日に、原則として収益の分配を目指します。
●決算日は、毎月4日（休業日の場合は翌営業日）とします。
●分配対象額が少額な場合等には、分配を行わないことがあります。
●将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

ファンドの特色

基準価額推移 分配実績

※上記は過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。※基準価額は信託報酬控除後、分配金落ち後のものです。※「分配金再投資基準価額」とは、収益分配金（税引前）
を決算日に再投資したものとみなして修正した価額です。※収益分配金は税引前1万口当たりの金額です。※収益分配金は、基準価額水準、市況動向等を勘案して、委託会社が決定します。ただし、
分配対象額が少額な場合等には分配を行わないことがあります。※将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。
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分配金再投資基準価額
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投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込み
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●分配金は、分配方針に基づいて委託会社が決定します。ただし、将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。
●分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。
●分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日
の基準価額は前期決算日の基準価額と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すもの
ではありません。
●受益者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用
状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

＊ 1 株価指数が権利行使価格を超えて上昇した場合、その超過分はオプションの権利行使等によって、一部相殺されます。
＊ 2 取引対象通貨が権利行使価格を超えて取引対象通貨高（円安）となった場合、その超過分はオプションの権利行使等によって、一部相殺されます。
※当ファンドは外国投資信託証券を通じてわが国の株式に投資を行いますが、株式カバードコール戦略では、実質的に主にわが国の株価指数にかかるコールオプションの売却
を行います。このため、ファンドの組入株式と当該株価指数が異なる値動きをした場合は、値上がり益の享受が想定通りにならない場合があります。
※過去の事実から見た一般的な傾向を表したものであり、上図のとおりにならない場合があります。

購入価額に3.78％（税抜3.5％）を上限として販売会社毎に定めた率を乗じて得た額とします。
※詳細については、お申込みの各販売会社にお問い合わせください。

購入時手数料は、販売会社による商品・投資環境の説明および情報提供、ならびに販売の事務等の対価です。

毎日、信託財産の純資産総額に年率1.107％（税抜1.025％）を乗じて得た額とします。
運用管理費用（信託報酬）は、毎計算期末または信託終了のときに、信託財産から支払われます。

換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.3％を乗じて得た額とします。

財務諸表の監査に要する費用、有価証券売買時の売買委託手数料、外国における資産の保管等に要する費用等は信託財産から
支払われます。　
※監査報酬の料率等につきましては請求目論見書をご参照ください。監査報酬以外の費用等につきましては、運用状況等により変動するものであり、
事前に料率、上限額等を示すことができません。

ファンドの運用等の対価

運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価
投資対象とする投資信託証券の管理報酬等

年率1.902％（税込）程度

年率0.795％程度※

年率0.025％（税抜）

年率0.60％（税抜）

年率0.40％（税抜）委託会社

販売会社

受託会社
投資対象とする投資信託証券

実質的な負担

当該ファンドの運用管理費用（信託報酬）

＜運用管理費用（信託報酬）の配分＞

※当ファンドが投資対象とする投資信託証券の管理報酬等には関係法人により下限金額が設定されているものがあります。

※上記の手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内
でのファンドの管理等の対価

日本株アルファ・カルテット（毎月分配型）
追加型投信／国内／株式　　※課税上は株式投資信託として取扱われます。

■当ファンドは、投資信託証券を通じて実質的に株式など値動きのある有価証券等に投資するとともにオプション取引等デリバティブ
取引を行いますので、基準価額は変動します。また、投資信託証券を通じて実質的に為替取引を行うため、為替の変動による影響も受け
ます。したがって、投資家の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込む
ことがあります。■信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。■投資信託は預貯金と異なります。■お申込みの
際には、販売会社からお渡しします『投資信託説明書（交付目論見書）』の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
＜基準価額の変動要因＞
基準価額を変動させる要因として主に以下のリスクがあります。ただし、以下はすべてのリスクを表したものではありません。
●株価変動に伴うリスク●信用リスク●流動性リスク●高金利通貨戦略に伴うリスク●カバードコール戦略に伴うリスク●スワップ取引に関するリスク 

これらの収益の源泉に相応してリスクが内在していることに注意が必要です。
収益を得られるケース 損失やコストが発生するケース

株価下落

など

企業利益の減少

財務状況の悪化

株価上昇 *1

など

企業利益の増加

財務状況の改善

わが国の株式の配当収入、
値上がり/値下がり

1

為替差損の発生

取引対象通貨に対して円高

為替差益の発生＊2

取引対象通貨に対して円安為替差益 / 差損3

権利行使価格を上回る部分の
一部損失 *1

権利行使価格を上回る
株価指数の上昇

オプションプレミアム
の受け取り

株価指数のコールオプション
のプレミアム/権利行使価格
を上回る部分の一部損失

4

コスト
（金利差相当分の費用）の発生

取引対象通貨の短期金利
            ＜円の短期金利

プレミアム
（金利差相当分の収益）の発生

取引対象通貨の短期金利
            ＞円の短期金利

為替取引による
プレミアム / コスト

2

オプションプレミアム
の受け取り

権利行使価格を上回る部分の
一部損失*2

権利行使価格を上回る
取引対象通貨の上昇（円安）

取引対象通貨のコールオプション
のプレミアム/権利行使価格
を上回る部分の一部損失

5

収益の源泉

当ファンドの収益の源泉は、以下の5つの要素が挙げられます。当ファンドは主にわが国の株式への投資に加えて、為替取引およびオプション
取引を活用して運用を行うよう設計された投資信託です。

※取引対象通貨の対円での為替リスクが発生することに留意が必要です。

為替の変動3

為替取引※2

オプション
取引

オプション
取引

4

5

取引対象
通貨

わが国の
株式

取引対象通貨の
コールオプション

わが国の
株価指数の
コールオプション

買付 ・換金
のお申込み

分配金 ・
償還金など

投資

投資対象
資産の

価格変動

1

お客さま
（受益者）

当ファンド


